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係名 子育て支援係

平成 29 年度 事務事業評価シート 計画 中間 実績 事業番号

第６次総合振興計画 まち・ひと・しごと創生　総合戦略

48

①　基本事項

事 業 名 児童福祉事業
科
目

課名 教育委員会

基本目標 子育てと教育の村づくり 子宝支援の充実

施　　　策 健やか子育て支援の村づくり推進 子育て支援体制の充実

事業
の

目的

子育て環境の充実により、出生率の向上と子育て世
帯の移住定住を促進する

事業
の

目標

出生率の向上　　前年比増

子育て世帯の移住定住　１世帯以上／年

区分 具体的な事務事業の内容 単位 計画 実績 執行率

○ 児童手当給付事業（延べ5,878人） 式 1 1 100%

○ 児童福祉金等支給事業 式 1 0 0%

○ お誕生記念品事業（２１人） 式 1 1 100%

○ 家庭児童相談事業（相談員数46人、相談延べ件数125件） 式 1 1 100%

○ 子育て支援室運営事業（広場234日、教室49回、延べ利用組数876組） 式 1 1 100%

○ 子育て家庭優待パスポート事業 式 1 1 100%

#DIV/0!

#DIV/0!

※　区分　　　◎：重点　　○：継続　　★：新規

②　事業コスト

Ｈ２９計画 Ｈ２９実績

概
算
事
業
費

事　　業　　費 71,263千円 69,427千円

概算正規職員人件費 0.5人 3,250千円 0.5人 3,250千円

千円 0.0人 千円

概算人件費計 0.5人 3,250千円 0.5人 3,250千円

概算嘱託・臨時人件費 0.0人

合計 74,513千円 72,677千円

正規職員人件費単価 6,500千円 臨時・嘱託人件費単価 1,500千円

財
源
内
訳

国・県支出金 80.7% 57,484千円 80.8%

起債 0.0% 千円 0.0% 千円

13,318千円

56,109千円

0.0% 千円 0.0% 千円

一般財源 19.3% 13,779千円 19.2%

合計 100.0% 71,263千円 100.0% 69,427千円

特財

担
当 Ｂ

③　評価

評価
基準

目標ほぼ達成、拡充し継続、効率良く効果大 大幅な改善の上継続、効果は認められていない

一部検討の上改善し継続、効果認められる 廃止又は中止、効果認められないため継続不可

評
価
委
員
評
価

公共性 Ａ

公平性 Ａ

総合

有効性 家庭児童相談や子育て支援室運営などデリケートな案件もあるが、子育て環境の充実は移
住定住施策につながる重要な事業となるため、継続実施が必要。

Ａ

評価の根拠・説明・考察

お誕生記念品を商品券にし、出生届提出時に渡すようにした。
子育て支援室の会場を農村交流館を利用するなどして、利用しやすい環境を作り、利用者の増加につ
なげた。

Ｂ

効率性 Ｂ

Ｈ２９



款 項 目

9 1 1

Ａ Ｃ

Ｂ Ｄ

評
価
委
員
評
価

公共性 Ａ

公平性 Ａ

効率性 Ａ

大幅な改善の上継続、効果は認められていない

一部検討の上改善し継続、効果認められる 廃止又は中止、効果認められないため継続不可

Ｈ２９

担
当 Ａ

評価の根拠・説明・考察

評価
基準

目標ほぼ達成、拡充し継続、効率良く効果大

国・県支出金

一般財源 55.6%

有効性 子どもたちの教育環境の充実は移住定住施策につながる重要な事業となるため、継続実施
が必要。

Ｂ

総合 Ａ

③　評価

財
源
内
訳

起債 過疎

特財

Ｈ２９計画 Ｈ２９実績

概
算
事
業
費

概算嘱託・臨時人件費 0.0人 千円

正規職員人件費単価 6,500千円 臨時・嘱託人件費単価

0.0人

事　　業　　費

②　事業コスト

千円

22,246千円 20,286千円

〇 放課後子ども教室推進事業（開所日数263日、延べ6,547人）

※　区分　　　◎：重点　　○：継続　　★：新規

計画

49

事 業 名 教育委員会
科
目

課名 教育委員会

係名 子育て支援係

29 年度

第６次総合振興計画 まち・ひと・しごと創生　総合戦略

事務事業評価シート 計画 中間 事業番号実績

①　基本事項

平成

実績 執行率

基本目標 子育てと教育の村づくり 教育環境の充実

施　　　策 健やか子育て支援の村づくり推進 木島平型教育の充実

事業
の

目的

木島平村の未来を担う子供たちの教育環境を充実
することにより、将来を引き継ぐ

事業
の

目標

〇 教職員住宅管理事業（4棟8戸） 式

区分 具体的な事務事業の内容 単位

出生率の向上　　前年比増

子育て世帯の移住定住　１世帯以上／年

1 1 100%

〇 教職員保健事業 式 1 1 100%

〇 小学校就学前児童保健事業（来入児健診・発達検査　対象37人） 式 1 1 100%

〇 スクールカウンセラー設置事業 式 1 1 100%

〇 木島平型教育づくり事業 式 1 1 100%

〇 ルクセンブルク交流事業 式 1 1 100%

100%

〇 コミュニティ・スクール推進事業 式 1 1 100%

式 1 1

概算正規職員人件費 0.2人 1,300千円 0.2人 1,300千円

合計 23,546千円 21,586千円

1,300千円0.2人概算人件費計 0.2人 1,300千円

2.8%

1,500千円

子どもたちの教育環境を充実させ、いろいろな体験学習の機会をつくる事ができる、本事業の継続が必
要。

14.7% 3,267千円放課後子ども使用料他

612千円 3.0% 617千円

100.0%

12,367千円 47.1% 9,563千円

27.0% 6,000千円 31.1% 6,300千円

20,286千円合計 22,246千円 100.0%

18.8% 3,806千円



款 項 目

9 1 2

Ａ Ｃ

Ｂ Ｄ

評
価
委
員
評
価

公共性 Ａ

公平性 Ａ

効率性 Ａ

大幅な改善の上継続、効果は認められていない

一部検討の上改善し継続、効果認められる 廃止又は中止、効果認められないため継続不可

Ｈ２９

担
当 Ａ

評価の根拠・説明・考察

評価
基準

目標ほぼ達成、拡充し継続、効率良く効果大

国・県支出金

一般財源 100.0%

有効性 子どもたちの教育環境の充実は移住定住施策につながる重要な事業となるため、継続実施
が必要。

Ａ

総合 Ａ

③　評価

財
源
内
訳

起債

特財

Ｈ２９計画 Ｈ２９実績

概
算
事
業
費

概算嘱託・臨時人件費 0.8人 1,200千円

正規職員人件費単価 6,500千円 臨時・嘱託人件費単価

0.5人

事　　業　　費

②　事業コスト

750千円

14,833千円 14,137千円

※　区分　　　◎：重点　　○：継続　　★：新規

計画

50

事 業 名 教育委員会事務局
科
目

課名 教育委員会

係名 子育て支援係

29 年度

第６次総合振興計画 まち・ひと・しごと創生　総合戦略

事務事業評価シート 計画 中間 事業番号実績

①　基本事項

平成

実績 執行率

基本目標 子育てと教育の村づくり 教育環境の充実

施　　　策 健やか子育て支援の村づくり推進 木島平型教育の充実

事業
の

目的

木島平村の未来を担う子供たちの教育環境を充実
することにより、将来を引き継ぐ

事業
の

目標

〇 スクールバス運行事業（小学生52人、中学生10人） 式

区分 具体的な事務事業の内容 単位

出生率の向上　　前年比増

子育て世帯の移住定住　１世帯以上／年

1 1 100%

〇 児童生徒スキー振興事業 式 1 1 100%

〇 英語指導助手設置事業 式 1 1 100%

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

概算正規職員人件費 0.3人 1,950千円 0.3人 1,950千円

合計 17,983千円 16,837千円

2,700千円0.8人概算人件費計 1.1人 3,150千円

0.0%

1,500千円

子どもたちの通学手段の確保を図るとともに、遠距離通学の緩和を図ることができ、継続が必要。英語
指導助手による英語指導、発音指導は小学校での教科化に備え継続が必要。

0.0% 千円

千円 0.0% 千円

100.0%

14,833千円 100.0% 14,137千円

0.0% 千円 0.0% 千円

14,137千円合計 14,833千円 100.0%

0.0% 千円


